
 
参考資料１

「電波政策懇談会」開催要綱 
 

 

１ 背景及び目的 

  今後、電波利用の質・量が爆発的に拡大するとともに、新しい無線通信技術を利用した

システムやサービスの実現のほか、少子高齢化、新産業創出、地域活性化、環境問題への

対応等、新たな分野での電波利用の出現が期待されている。 

こうした状況を踏まえ、今後の電波利用技術の進展や国際動向等を勘案して、我が国に

おける２０１０年代の電波利用の将来像とそれらを実現するための課題を明らかにすると

ともに、２０１０年代の電波有効利用方策について検討する。 

 

２ 名称 

  本会の名称は、「電波政策懇談会」と称する。 

 

３ 検討内容 

(1) ２０１０年代の新しい電波利用システムやサービスの将来像について 

(2) ２０１０年代の電波有効利用方策について 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本会は、総合通信基盤局長の懇談会とする。 

(2) 本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

(3) 本会には、座長及び座長代理を置く。 

(4) 座長は、懇談会構成員の互選により定めることとし、座長代理は座長が指名する。 

(5) 座長は、本懇談会を招集し、主宰する。 

(6) 座長代理は、座長を補佐し、座長不在の時は、座長に代わり本会を招集し、主宰する。 

(7) 座長は、本会の検討を促進するため、部会を開催することができることとし、部会の

主査及び構成員は座長が指名する。 

(8) 部会は、主査が主宰する。 

(9) 本会は、必要がある時は、外部の関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

(10) その他、本会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

５ 開催期間 

  本会の開催期間は平成２０年１０月から平成２１年６月を目途とする。 

 

６ 庶務 

  本会の庶務は、総合通信基盤局電波部電波政策課が行う。 
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